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第1 　自立支援サービスの推進

	高齢者やその家族の多くは、介護を必要とする状態になっても、できる限り住み慣れた地域や家庭で生活することを望んでいます。介護や支援を必要とする高齢者の生活の質を確保するために、介護保険サービスを補完する在宅サービスの充実を図るとともに、見守り等のサービスについて、地域住民が相互に支え合う「共助」による充実を図ります。さらに、今後増加が見込まれる認知症高齢者および孤立の恐れのある高齢者に対する施策の充実に努めます。

また、ひとり暮らし高齢者等のニーズに応じた生活の場の確保を促進していきます。


1 　在宅生活の支援

(1) 　安否確認サービス事業

ひとり暮らし高齢者等の家に感知センサーを設置して日々の見守りを行い、20時間以上反応がないときは、監視センターから電話で安否確認を行います。電話での確認ができないときは、協力員に安否確認を依頼することにより見守りを行います。

表６－1 　安否確認サービス事業の目標量
単位：台
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	設置台数
	40
	45
	50

	稼働台数
	110
	143
	181


(2) 　配食サービス事業

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯で、在宅生活において食の確保が困難で、日々の見守りが必要な高齢者に対し、食事を届け同時に安否確認を実施します。
表６－2 　配食サービス事業の目標量

	区  　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	月平均利用人数（人）
	360
	360
	360

	延べ配食数（食）
	117,000
	117,000
	117,000


(3) 　福祉器具給付事業

火の取扱いに不安があるひとり暮らし高齢者等が安心した生活が送れるよう、火災報知器、電磁調理器等を給付する福祉器具給付事業は、高齢者の在宅生活の安全を確保するため、継続して実施します。

表６－3   福祉器具給付事業の目標量　　　　　　　　　　　　　単位：台
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	火災報知器設置台数
	5
	5
	5

	電磁調理器設置台数
	10
	10
	10


(4) 　緊急通報体制支援事業

ひとり暮らし高齢者やねたきり高齢者のいる高齢者のみの世帯の家庭での急病等に備えて、緊急通報用装置を貸与します。通報があった場合、消防署につながり、協力員や救急車等が駆けつける体制となっており、高齢者の在宅生活の安全を確保するため、継続して実施します。
表６－4   緊急通報体制支援事業の目標量　　  　　　単位：台
	区　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	設置台数
	140
	150
	160

	稼動台数
	1,243
	1,253
	1,263


(5) 　高齢者見守りネットワーク事業

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らしていくことができるように、協力事業所で見守りネットワークを作り、職務中に高齢者等の異変を発見したときに岐阜市に連絡して、状況の確認と支援につなげます。今後、協力事業所従業員の意識啓発（認知症サポーター研修の受講等）および協力事業所の拡大に努めます。
(6) 　生活・介護支援サポーター養成事業

高齢者の個別の生活ニーズに応える仕組みを安定的・継続的に構築するため、地域住民の主体性に基づき運営される新たな住民参加サービス等の担い手として生活・介護支援サポーターを養成します。また、生活・介護支援サポーターガイドブックで活動事例を紹介するなど、その後の活動を支援し、地域住民同士が見守り合い・助け合う関係づくりを推進します。

表６－5 　生活・介護支援サポーター養成事業の目標量

	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	修了者数（人）
	100
	100
	100


(7) 　高齢者住宅改善促進助成事業

本市に１年以上居住している要介護認定高齢者に、住みよい住宅環境を提供するため、住宅改善工事（居室、浴室、台所、階段等）に必要な費用の一部を助成する高齢者住宅改善促進助成事業は、介護保険の住宅改修と連携を図りながら推進します。
表６－6 　高齢者住宅改善促進助成事業の目標量

	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	利用件数（件）
	43
	43
	43


(8) 　ねたきり高齢者理容サービス
市社会福祉協議会が実施しているねたきり高齢者理容サービスは、今後も継続して実施します。
(9) 　社会的弱者サポートネットワーク

社会的弱者サポートネットワークは、高齢者、子ども、障がいのある人などが行方不明になった場合に、いち早く発見し、適切な保護措置を行うことを目的として、平成８年８月に発足しました。主唱は、岐阜市防犯協会（会長 岐阜市長）および岐阜中・南・北警察署です。社会的弱者サポートネットワークには、多くの実施機関・協力団体等が加盟しています。近年になって、認知症高齢者の徘徊事例が多くなっています。徘徊認知症高齢者をはじめとする行方不明者をいち早く発見し、適切な保護措置を行うために、実施機関、協力団体等の連携強化と、社会的弱者の保護者に対する情報提供に努めます。

(10)  認知症サポーターの養成
認知症サポーターとは、認知症サポーター養成講座を受けた人をいいます。認知症サポーターは、認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守る応援者として期待されていますが、認知症サポーターになったことによる義務等はありません。認知症サポーターには、認知症を支援する「目印」として、ブレスレット（オレンジリング）をつけてもらいます。

表６－7 　認知症サポーター養成目標量
	区  　　　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	認知症サポーター養成講座開催回数（回）
	50
	50
	50

	認知症サポーター数（受講人数）
	1,500
	1,500
	1,500


(11)  高齢者虐待の防止
高齢者が家族、親族、施設職員などから暴力を受けるなどの「高齢者虐待」は、大きな社会問題となっています。本市においても、その事例は少なくありません。また、高齢者虐待の被害者の多くは認知症高齢者です（125・126頁参照）。「高齢者虐待防止法」が平成17年11月に公布されましたが、この法律の内容が市民に充分浸透するよう広報活動に努めます。
「高齢者虐待防止法」に定める虐待の種類は、①身体的暴力による虐待、②日常生活の世話の放棄、③心理的外傷を与える虐待、④性的虐待、⑤経済的虐待です。高齢者虐待の潜在的なケースは、かなりの件数に上ると推定されます。特に、③④⑤の虐待は、外部の人が発見することが困難なケースが多いと考えられます。しかし、高齢者虐待は、人間としての尊厳を無視した基本的人権を侵害する行為であることを認識して、日々介護にあたるホームヘルパーやデイサービスセンター職員、相談業務を担当する介護支援専門員、地域包括支援センター職員、民生委員、近隣住民等がその発見に努め、行政を含めた関係機関が連携して解決に当たる必要があります。

(12)  高齢者の孤立の防止

核家族化の進展により、ひとり暮らし高齢者が増加しています。社会とのつながりを持たない閉じこもりになると、身体的・精神的に衰えます。高齢者、特にひとり暮らし高齢者の孤立化を防ぐために、愛の一声運動をはじめとした地域の見守り、ふれあいいきいきサロンなどを推進していきます。
(13)  日常生活自立支援事業

認知症高齢者など判断能力が不十分な人が地域で安心して生活を送れるよう、日常生活における福祉サービスの援助や代行、利用料の支払い等の福祉サービスの利用援助とそれに付随した日常的な金銭管理等を行う日常生活自立支援事業を、市社会福祉協議会において実施していきます。
2 　入居・入所サービス

(1) 　入居サービス

本市には、生活支援ハウス１か所（定員20人）、ケアハウス11か所（定員370人）、軽費老人ホームＢ型１か所（定員50人）およびシルバーハウジング１か所（定員29人）の計14か所（定員469人）の入居施設があり、入居者が良好な日常生活を送ることができるよう指導していきます。
なお、高齢者の居住施設に関する施策は、高齢者対応市営住宅、介護保険制度の住宅改修費の支給、高齢者住宅改善促進助成事業等により対応していきます。
(2) 　入所サービス

養護老人ホームは、本市に２か所（定員200人）あります。入所者が良好な日常生活を送ることができるよう、養護老人ホームを指導していきます。なお、養護老人ホーム寿松苑は、平成21年度から混合型特定施設として、外部サービス利用型特定施設入居者生活介護の指定を受け、介護サービスを提供しています。
3 　相談事業と情報提供

(1) 　相談窓口  

高齢者に対する相談は多岐にわたるため、各種保健福祉サービスが総合的に受けられるよう高齢福祉課、介護保険課、市民健康センター・ふれあい保健センター、市社会福祉協議会、居宅介護支援事業者等に相談窓口を設置し、随時相談を受けつけています。これらの窓口等で相談を受ける職員の能力向上を図るとともに、気軽に相談できる雰囲気づくりに努めます。

(2) 　地域包括支援センター・居宅介護支援事業者
地域包括支援センターは、要支援認定者や二次予防事業の対象者に対する介護予防マネジメントを行うだけでなく、高齢者の相談を幅広く受け、制度の垣根にとらわれない横断的・多面的支援を行う地域の相談機関です。本市には、日常生活圏域ごとに13か所の地域包括支援センターが設置されています。これら地域包括支援センターの活動内容、役割等を広く知ってもらい、利用の促進を図ります。
また、居宅介護支援事業者は、要介護認定者のケアマネジメントだけではなく、地域の高齢者等の介護等の相談に対して、適切に対応していくよう努めます。

(3) 　認知症疾患医療センター
認知症疾患医療センターは、認知症疾患に関する早期診断・早期治療を行うとともに、地域の医療・福祉の連携を図ることを目的として、平成23年５月、岐阜県が設置したものです。市内では、岐阜病院と黒野病院が認知症疾患医療センターとして指定されています。認知症疾患医療センターの役割は、①認知症に関する専門医療相談、②認知症の鑑別診断・初期対応、③認知症の合併症・周辺症状への急性期対応、④認知症に関する情報提供や研修会の開催などです。

(4) 　認知症相談医制度
認知症の疑いのある人を早期に発見し、適切な医療や本人、家族の支援に結びつくよう、市医師会の協力を得て、認知症について相談できる認知症相談医制度を設けるとともに、認知症サポート医や認知症専門医の指導・助言により、医療と介護の連携の強化に努めます。

(5) 　情報提供
高齢者の保健、福祉、介護、医療等に関しては、広報ぎふやマスメディアを通じて、制度の周知などを適宜に実施するほか、制度ごとのパンフレットや啓発資料を作成し、行政窓口やサービス提供事業所窓口などで提供していきます。また、市民への情報提供や各窓口での相談のため、「高齢者福祉ガイドブック」、介護支援専門員の介護サービス計画作成や介護サービス利用者の理解に資するよう「介護保険サービス利用の手引き」などの小冊子を今後も発行していきます。さらに、インターネットによるホームページを充実するなど、高齢者に必要な情報の提供に努めていきます。

第2 　生きがいづくりと地域活動の推進

	心身の健康はもとより、精神的に豊かな生活を送るためには、人との交流を図り、社会的活動へ参加し、自由時間をいかに人間らしく充実して生きるかということが高齢期の大きなテーマといえます。生きがいのある、活動的な生活を送ることは、認知症やねたきりの予防にもつながります。高齢者の生きがいのある生活を支えるため、また、介護予防のため、就労、スポーツ活動、文化活動、生きがい活動、交流・地域活動のメニューの充実と参加者の増加を図ります。
また、今後増え続けると予測される見守りの必要な高齢者に対し、公的な制度やサービス、つまり「公助」で全てに対応することには限界があるため、既に市内の一部地域で発足した「見守りチーム」による活動などの地域住民が相互に支え合い、助け合う「共助」の活動を支援・促進します。


1 　就労の支援

(1) 　定年延長への要望

高齢者の就労は、収入を得るだけでなく、本人の生きがいとしても重要です。「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」において、事業主は、①定年の引上げ、②継続雇用制度の導入、③定年の定めの廃止、のいずれかの措置を講じなければならないとされています。しかし、だれもが年金を受給できる65歳まで働き続けることができるわけではありません。65歳になる前に仕事をやめた場合、年金受給までに収入の空白期間ができます。収入の空白期間の解消と、働く能力と働く意欲のある人がいつまでも働くことができる社会を実現するよう、企業、関係機関に要望していきます。
(2) 　シルバー人材センター

団塊の世代といわれる人達による定年退職者の増加とともに、シルバー人材センターの果たす役割がますます重要となっています。今後さらに高齢者の就業機会を増加するため、シルバー人材センター自らが事業の開拓、充実を図る必要があり、市としても支援をしていきます。

2 　スポーツ活動の推進

生活習慣病の共通危険因子として、①肥満、②喫煙、③塩分・脂肪の摂り過ぎ、④運動・歩行量の不足などがあげられます。スポーツは、上記①肥満および④運動・歩行量の不足に効果があると考えられます。さらに、スポーツをすること、スポーツによる人との交流は、うつ病や認知症の予防にもつながります。健康・生きがいづくり、高齢者の親睦を図るため、高齢者体育大会や高齢者スポーツ教室の開催、高齢者スポーツ活動促進事業の実施などを通じて、高齢者のスポーツ活動を推進していきます。

表６－8 　高齢者体育大会の目標量　

	区  　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	開催回数（回）
	1
	1
	1

	延べ参加者数（人）
	3,200
	3,200
	3,200


表６－9 　高齢者スポーツ教室の目標量　

	区  　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	開催回数（回）
	10
	10
	10

	延べ参加者数（人）
	1,650
	1,700
	1,750


3 　生きがい活動の促進

(1) 　老人クラブの育成・支援
高齢者の生きがいづくりの場として、老人クラブへの加入を呼びかけていくとともに、老人クラブへの助成を継続し、各種活動内容の充実に向けた支援に努めます。これからの老人クラブは、会員の身体的・精神的な健康の維持・向上だけでなく、地域活動や介護予防事業に積極的に参加し、地域福祉の有力な担い手として期待されています。老人クラブにおいても、高齢者の新たな価値観に対応できるように、活動拠点施設を確保し、魅力的かつ社会的貢献度が高い活動、個性や趣味に合わせた活動、特技・技能を生かした活動を促進します。
表６－10 　老人クラブの目標量　

	区  　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	単位クラブ数（団体）
	507
	509
	511

	会　員　数　（人）
	30,300
	30,360
	30,420


(2) 　ラジオ体操で健康づくり事業

年々高齢化が進む中、岐阜市が掲げる「健康立市」に向け、高齢者の健康寿命を少しでも延ばすために、継続的に行える健康づくりとして、ラジオ体操を定着させます。老人クラブのクラブ活動や会員によるサークル活動等の際に準備体操や整理体操としてラジオ体操を取り入れてもらう、岐阜市レクリエーション協会と協議し、体操の指導や、さまざまなイベントにも取り入れてもらうなどの方策を講じて、この事業を推進します。

(3) 　老人健康農園事業
高齢者の健康の保持、家族との融和の場や、高齢者間のコミュニケーションの場としてより親しまれる健康農園の円滑な運営を図っていきます。
表６－11 　老人健康農園事業の目標量　

	区  　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	延べ利用人数（人）
	664
	666
	668


(4) 　高齢者おでかけバスカードの交付

外出の機会が少なくなりがちな高齢者の社会参加のきっかけづくりとして、高齢者おでかけバスカードの交付は、今後も継続して実施していきます。高齢者おでかけバスカードは、コミュニティバスでも使えます。コミュニティバスは市内11地区で運行されており、病院やスーパーの近くでも停車するため、高齢者の足としての利用価値は高く、また、買い物弱者の助けにもなるため、運行路線拡大に努めるとともに、高齢者おでかけバスカードの利用促進を図ります。
表６－12 　高齢者おでかけバスカードの交付目標量　

	区  　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	交付人数（人）
	57,000
	58,000
	59,000


(5) 　高齢者大学事業
楽しく学んで知識を深め、いっそう自分自身を磨いていただくために、65歳以上の人を対象として、年１回10日間、健康や歴史など多種多様なテーマで講座を開催していきます。
表６－13 　高齢者大学事業の目標量　

	区  　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	参加者数（人）
	100
	100
	100


4 　交流・地域活動の推進 

(1) 　高齢者利用施設

地域の高齢者の健康増進、教養の向上、レクリエーション等の目的で利用する施設である老人福祉センター、老人憩いの家は、利用者のニーズによる趣味や健康づくりのメニューの充実を図っていきます。

高齢者福祉会館においては、平成24年度より「交流センター」として、利用者のニーズによる趣味や健康づくりのメニューを開始し、高齢者が気軽に立ち寄りくつろげる、交流の場づくりに努めます。
三田洞神仏温泉においては、高齢者一人ひとりが健康管理を自覚し、実践する意識を高めるための健康づくり、介護予防のための施設の一つとして、高齢者が気軽に参加できて、温泉の入浴効果をあげる講座を実施し、健康寿命の延伸に寄与することをめざします。

　　
(2) 　交流事業

老人クラブの会員やその家族の子ども、親、祖父母の三世代の交流を促進する機会を設ける「三世代交流促進事業」、老人クラブを中心とした関係者の交流の場である「老人福祉大会」など、高齢者の交流に資する場づくりに努めます。

表６－14 　三世代交流促進事業の目標量
	区  　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	延べ参加人数（人）
	1,600
	1,650
	1,700


表６－15 　老人福祉大会の目標量
	区  　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	開催回数（回）
	6
	6
	6

	延べ参加人数（人）
	3,200
	3,250
	3,300


(3) 　見守り活動
ひとり暮らし高齢者やねたきり高齢者のいる高齢者のみの世帯に定期的に声かけをする「愛の一声運動」、ひとり暮らし高齢者やねたきり高齢者等に悩みごと相談や話し相手をする「友愛チーム・ふれあい訪問事業」などを通じて、要援護高齢者等が地域で継続して暮らしていけるように見守るとともに孤立感の解消に努めます。

また、民生委員の協力により、ひとり暮らし高齢者、高齢者世帯、ねたきり高齢者、認知症高齢者の情報の把握に努めます。

表６－16   愛の一声運動登録者数の目標量　　　　　　　　単位：人
	区 　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	登録者数
	1,050
	1,110
	1,170


(4) 　ボランティア団体・特定非営利活動法人

地域住民の交流をはじめとした地域活動を推進していくためには、それを支えるボランティア団体や特定非営利活動法人の活動が重要であり、市は直接あるいは市社会福祉協議会等を通じて、これらの団体の活動に対して支援していきます。
サラリーマンが退職すると、職場という重要な居場所を失います。居場所をなくした人が家で閉じこもりがちな生活を送れば認知症になりやすいといわれています。職場を代替できる居場所としては、ボランティア活動が最も有力と考えられます。ボランティアに最も必要なことは、自らの主体性を発揮し、その結果が地域あるいは利用者に貢献していることを実感できることだと考えます。高齢者の地域活動は、その活動を行う本人の介護予防になり、受益者である人たちの地域生活の維持・向上に役立つことから、市社会福祉協議会と連携して、高齢者のボランティア活動を支援します。

(5) 　岐阜市社会福祉協議会

社会福祉法により、社会福祉協議会は地域福祉の推進を図ることを目的とする団体とされています。今後、退職者をはじめとした地域福祉の担い手が増加する中、市社会福祉協議会は、関係機関と連携して、市民による地域福祉活動のコーディネート機能の強化を図っていきます。とりわけ、最重点事業として「支え合いマップづくり」に取り組みます。「支え合いマップづくり」は、今年度までに実施済みの16地区を含め、計画期間中に全50地区において実施します。
「支え合いマップづくり」とは、地域の中で見守りや支援を必要とする人およびその人に関係がある人の情報などを地図に書き込むことにより、地域の課題の共有、課題解決のための方策の検討および実践のためのネットワークづくりを目的とした事業です。
(6) 　福祉コミュニティの構築支援

ご近所同士で見守り・支え合う小地域福祉活動を構築・推進するため、先駆的かつモデル的な福祉活動を行う地域団体等に対して、活動の立ち上げや拡大に必要な経費を補助することにより、その活動を支援するとともに、他地域に広がるよう、その活動を紹介し、福祉コミュニティの構築支援を図ります。

計画期間中においては、毎年３か所づつ補助することにより活動を支援します。

第3 　ひとにやさしいまちづくり

	高齢者や障がいのある人をはじめとするあらゆる人に配慮して、建築物、道路、公園、公共交通機関の施設等の整備を進めるとともに、市民のまちづくりへの参加意識を高め、行政、市民、事業者が一体となって、ひとにやさしいまちづくりを推進します。
高齢者が地域の中で安心して暮らしていけるように、また、自立的な生活の支援を住居の側面から行うという視点から、高齢者一人ひとりの日常生活に配慮した住居の整備を促進します。

災害や犯罪の被害者になりやすい高齢者や障がいのある人が安心して暮らせる社会を実現するため、関係団体、住民等の連携による支援体制を確立するとともに、高齢者や障がいのある人の状況、特性等に応じた防災・防犯対策が的確に講じられるよう、個別的かつ専門的な支援体制を整備します。


1 　福祉のまちづくり 
高齢者や障がいのある人の社会参加の基盤となる生活環境の改善について、地域社会全体としての合意づくりにより、福祉のまちづくりを推進します。福祉のまちづくりは、市民と行政の協働によるまちづくりの理念にもとづき、｢高齢者・身体障害者にやさしい街づくり指針」「岐阜市障害者計画」「岐阜県福祉のまちづくり条例」「岐阜市住宅マスタープラン｣等の実現に向け、総合的視野に立って、高齢者はもちろん、市民・企業・行政がともに参画し、この街を考え、学び、それぞれの責任ある役割を果たすよう努めます。
どんなにバリアフリー化をしても、車いす使用者や視覚障がいのある人がひとりで行くことができない場所が数多くあります。市民のほんの少しの手助けにより、これが解決されるので、車いす使用者や視覚障がいのある人に対する手助けの方法等をＰＲしていきます。

2 　公共交通機関、道路等 
(1) 　公共交通機関

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」に基づき、誰もが使いやすい公共交通をめざしていきます。

バスのバリアフリー化については、ノンステップバスやワンステップバスなど低床化されたバス車両の導入を推進していきます。高齢者をはじめとした交通弱者の移動手段の確保を図るため、引き続き全市的なコミュニティバスの導入を推進していきます。
(2) 　歩行空間

高齢者が安全に安心して移動できる快適な歩行空間をめざし、歩道や車道にはみ出している商品、看板等に対しての適切な指導、放置自転車の解消や歩道の段差解消などの取組みを進めてまいります。

また、歩くことは身近な健康づくりの方法であり、いつでも安全に安心して散歩ができるよう街路灯などの設置に努めていきます。

3 　公共的建築物 
(1) 　公共的建築物

不特定多数の人々が利用する建築物で新築されるものについては、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」にもとづき、建築主に対する必要な指導および助言等を行い、バリアフリー化を積極的に誘導します。

(2) 　市の建築物

本市が新たに建設する建築物については、ユニバーサルデザインの考え方のもとに整備推進します。本市の既存の建築物については、改善可能で緊急性の高いものから順次改善していきます。

(3) 　駐車場

車いす使用者等が積極的に社会参加できるよう、障がいのある人専用の駐車マスの設置を促進し、その確保を図っていくと同時に、健常者が障がいのある人専用の駐車場を使用しないよう指導していきます。

4 　高齢者対応住宅 
(1) 　住宅の改善
高齢者が地域のなかで安心して生活できるように、高齢者の日常生活に配慮した住宅の改善・整備に取り組みます。住宅の改善に当たっては、介護保険制度の住宅改修費の支給、高齢者住宅改善促進助成事業等により対応するとともに、地域包括支援センターや居宅介護支援事業者に住宅改修の知識を習得するよう指導します。

(2) 　サービス付き高齢者向け住宅
高齢者の居住の安定確保に関する法律が改正され、高齢者円滑入居賃貸住宅（高齢者専用賃貸住宅、高齢者向け優良賃貸住宅を含みます）が廃止され、サービス付き高齢者向け住宅制度が創設されました。サービス付き高齢者向け住宅とは、バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携し、高齢者を支援するサービスを提供するものであり、事業者は、当該建築物ごとに本市の登録を受けることができます。なお、本住宅を新築あるいは既存住宅を改修する事業者に対し、国ではその費用の一部を補助する制度を設けており、本市ではその制度を活用してサービス付き高齢者向け住宅の供給を促進します。

(3) 　新しい住まいのあり方

福祉、まちづくり分野が連携して、健康な高齢者が入居する有料老人ホーム、グループリビングなど高齢者をはじめとして誰もが安心して住み続けられる住まいのあり方について検討します。

5 　公園、水辺空間等オープンスペース

公園は、市民の健康づくりやレクリエーションなどのアウトドア活動の場、文化活動の拠点として利用され、災害時の避難場所としても重要です。

長良川をはじめとした河川は、観光資源や給水資源としてだけでなく、市民の憩い・親水資源としての視点から整備を進めます。

6 　防災・防犯対策
(1) 　災害時要援護者の把握

日頃から自主防災組織を中心に、民生委員、地域住民の協力を得るとともに、防災関係部局と連携を図り、高齢者等災害時要援護者の詳細な情報の把握に努めます。

(2) 　地域ぐるみの支援

地域ぐるみで高齢者や障がいのある人の安全確保を図るため、自主防災組織を中心として、情報伝達、避難誘導、救助等の体制づくりを図ります。自主防災組織には、民生委員、老人クラブ代表者、身体障害者相談員等の当事者および地域の状況を理解している人の参画を求めていきます。

(3) 　高齢者に配慮した防犯・防災知識の普及・啓発

高齢者を振り込め詐欺等の犯罪や災害から守るための知識の普及、啓発を行うとともに、避難経路や避難場所等の確認、地域や社会福祉施設等における適切な防災訓練、防災教育を推進します。

(4) 　災害時を想定した支援体制の構築

避難所での介護者等の確保を図るため、平常時よりヘルパー等の広域的なネットワーク化に努めます。また、災害時のマンパワーを確保するために、市社会福祉協議会と連携して、災害ボランティアの養成に努めるとともに、本市が震災等に遭った場合の他市町村からの災害ボランティアの受け入れ体制を整備します。

(5) 　緊急通報体制の整備

要援護高齢者や障がいのある人自身の災害や犯罪に対応する能力に配慮した緊急通報体制を整備します。

(6) 　木造住宅耐震診断事業

県に登録された岐阜県木造住宅耐震相談士を派遣し、無料で耐震診断および概算の補強工事費に関する情報提供を実施し、木造住宅（昭和56年以前の建物）の耐震化を促進します。
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